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（総則）

第１条　令和８年度芸西村簡易水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条　令和８年度芸西村簡易水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり
　　　補正する。

第１款　 簡 易 水 道 事 業 費 用 112,677千円 2,630千円

　　第１項　 営 業 費 用 90,182千円 2,500千円

　　第２項　 営 業 外　費 用 21,445千円 130千円

令和8年9月8日　提出

芸西村長　　　松本　巧

令和８年度　芸西村簡易水道事業会計補正予算（第１号）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　　　　出

計

92,682千円

115,307千円

科　　目 既決予定額 補正予定額

21,575千円
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（単位　千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計
１．簡易水道事業費用 112,677 2,630 115,307

１．営業費用 90,182 2,500 92,682
２．配水及び給水費 8,324 2,500 10,824

２．営業外費用 21,445 130 21,575
３．雑支出 0 130 130

令和８年度　芸西村簡易水道事業会計実施計画

収益的収入及び支出
支　　　出



（単位　千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 摘　　　要

１．簡易水道事業
　　費用

112,677 2,630 115,307

１．営業費用 90,182 2,500 92,682

２．配水及び給水費 8,324 2,500 10,824

２１．修繕費 4,900 2,500 7,400 維持管理修繕費

２．営業外費用 21,445 130 21,575

３．雑支出 0 130 130

９．その他雑支出 0 130 130 特定収入にかかる消費税の還付

令和８年度　芸西村簡易水道事業会計補正予算（第１号）事項別明細書

収益的収入及び支出

支　　　出
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234,601,232

116,891,036

351,492,268

　　　減価償却費

　　　長期前受金戻入額

　　　受取利息及び受取配当金

△ 175,589,839

△ 18,237,000

　　　支払利息

　　　未収金(流動資産)の増減額（△は増加）

　　　引当金(流動負債)の増減額（△は減少）

　　　未払金(流動負債)の増減額（△は減少）

　　　　　小計

　　　利息及び配当金の受取額

　　　利息の支払額

　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出

令和８年度 芸西村簡易水道事業会計 予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月31日まで）

(単位　円)

3,405,000　　　当年度純利益

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

　　　無形固定資産の取得による支出

　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　他会計からの出資による収入

　　財務活動によるキャッシュ・フロー

△ 193,826,839

388,800,000

△ 65,149,000

33,302,000

356,953,000

　　　資産減耗費 753,000

資金期末残高

43,188,000

△ 17,813,000

△ 50,000

21,445,000

41,799,430

150,000

△ 7,359

92,870,071

50,000

△ 21,445,000

71,475,071



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）現金預金 351,492,268

（２）未収金 57,212,266

貸倒引当金 0 57,212,266

（３）貯蔵品 1,715,500

固 定 資 産 合 計

２．流動資産

2,169,151,251

（２）無形固定資産

　イ．無形建設仮勘定 693,768,945

無 形 固 定 資 産 合 計 12,749,334 693,768,945

　ニ．機械及び装置 189,637,737

　　　減価償却累計額 △ 116,844,670

295,810,000

741,191

有 形 固 定 資 産 合 計 1,475,382,306

　ホ．車両運搬具 1,185,270

　　　減価償却累計額 △ 444,079

　へ．建設仮勘定

令和８年度　芸西村簡易水道事業会計　予定貸借対照表

(単位　円)

資 産 の 部

１．固定資産

（１）有形固定資産

　イ．土地

　ロ．建物 4,999,999

（令和９年３月31日）

7,870,913

679,999

1,097,487,136

72,793,067

　　　減価償却累計額 △ 4,320,000

　ハ．構築物 1,887,439,019

　　　減価償却累計額 △ 789,951,883

410,420,034

2,579,571,285

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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15,794,772△ 42,998,442

　イ．賞与引当金 600,000

　ロ．法定福利費引当金 180,000 780,000

負　債 の 部

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てる企業債 1,719,325,889

流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

５．繰延収益

３．固定負債

（１）企業債

　　　　建設改良費等の財源に充てる企業債

４．流動負債

64,206,997

（２）未払金 201,964,174

（３）引当金

　イ．工事負担金 6,356,374

266,951,171

1,719,325,889

△ 4,042,397 2,313,977

（１）長期前受金

　ロ．国庫補助金 58,793,214



39,898,044

256,995,419

2,579,571,285

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

7,840,478　ハ．当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計 32,840,478

資 本 剰 余 金 合 計 7,057,566

（２）利益剰余金

　ロ．建設改良積立金 15,000,000

7,057,566

７．剰余金

（１）資本剰余金

　イ．他会計補助金

資　本 の 部

　二．他会計補助金 594,226,581

△ 347,336,308 246,890,273

長 期 前 受 金 合 計 336,298,806

　ホ．他会計負担金 183,939,705

△ 119,687,809 64,251,896

△ 22,529,657 7,047,888

　ハ．県補助金 29,577,545

６．資本金

繰 延 収 益 合 計 336,298,806

　イ．減債積立金 10,000,000

負 債 合 計 2,322,575,866

217,097,375
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（単位：円）

令和7年度 令和8年度

賞与引当金 425,000 500,000

法定福利費引当金 88,000 130,000

貸倒引当金 0 0

　　（２） 引当金の取崩し

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　２．予定貸借対照表等に関する注記

　　（１） 企業債の償還に係る他会計負担見込額

　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して1年以内に償還予定のものも含む。）

　　　　　のうち、他会計が負担すると見込まれる額は891,766千円である。

　　（４）消費税及び地方消費税の会計処理

　　　　　　　　　機械及び装置　　　　　 ８年～２０年

　　　　　　　　　車両運搬具 　　　　　　４年

       （３）引当金の計上方法

                 イ．退職給付引当金

　　　　　　　高知県市町村総合事務組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給付引当金は計上していない。

                 ロ．賞与引当金及び法定福利費引当金

                         職員の期末手当及び勤勉手当の支給並びにそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における

                         支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　  ハ．貸倒引当金

　　　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して計上している。

　　　　　　　　　構築物　　　　　　　　 ４０年～５０年

　令和８年度　   注  記  事  項

　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　　・貯蔵品　　　 先入先出法による原価法

　　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　　　イ．有形固定資産

　　　　　　・減価償却の方法

　　　　　　　　量水器　　　　　　　取替法

　　　　　　　　量水器を除く資産　　定額法

　　　　　　・主な耐用年数

　　　　　　　　　建物　　　　　　　　　 ５０年


